
（平成２４年１１月１４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件



                      

  

千葉厚生年金 事案 4853 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格喪失日に係る記録を昭和 37 年 11 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

  私の夫の厚生年金保険の被保険者記録について、年金事務所から手紙

が送られてきたので確認したところ、夫は、昭和 37 年６月から 39 年２

月までＡ社に継続して勤務していたが、申立期間の被保険者記録が欠落

していることが分かった。この期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る申立期間の勤務についての回答書及び

元同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和

37 年 11 月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ工場は昭和 37 年 10 月 30 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているが、Ｂ社は、「当時の資料

等が無く、詳細については確認が取れないが、会社の移転時に、社会保険

担当者が資格取得日や資格喪失日の手続を誤って行った可能性は否定でき

ない。」と回答していることから、Ａ社Ｄ工場が適用事業所となる同年

11 月１日まで同社Ｃ工場を適用事業所とすべきであったと認められる。 

  



                      

  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場におけ

る昭和 37 年 10 月の定時決定に係る社会保険事務所（当時）の記録から、

２万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、本来、Ａ社Ｃ工場の厚生年金保険の適用

事業所ではなくなった日を昭和 37 年 11 月１日として届け出るべきところ、

誤って同年 10 月 30 日と届け出たと考えられるとしていることから、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4854 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年９月１日、同社Ｄ工場におけ

る資格喪失日に係る記録を 37 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 36 年８月は１万 6,000 円、37 年 10 月は１万 8,000 円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年８月 31 日から同年９月１日まで 

           ② 昭和 37 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

  私の厚生年金保険の被保険者記録について、年金事務所から手紙が送

られてきたので確認したところ、私は、昭和 34 年７月から平成 21 年

12 月までＡ社に継続して勤務していたが、申立期間①及び②の被保険

者記録が欠落していることが分かった。これらの期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る人事稟議書及び申立期間①及び②の勤

務についての回答書並びに元同僚の供述から判断すると、申立人はＡ社に

継続して勤務し（昭和 36 年９月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に、37

年 11 月１日に同社Ｄ工場から同社Ｅ工場にそれぞれ異動）、申立期間①

及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ工場は昭和 36 年８月 31 日に、

同社Ｄ工場は 37 年 10 月 30 日にそれぞれ厚生年金保険の適用事業所では

なくなっているが、Ｂ社は、「当時の資料等が無く、詳細については確認

  



                      

  

が取れないが、会社の移転時に、社会保険担当者が資格取得日や資格喪失

日の手続を誤って行った可能性は否定できない。」と回答していることか

ら、申立期間①においては、Ａ社Ｄ工場が厚生年金保険の新規適用事業所

になる 36 年９月１日まで同社Ｃ工場を、申立期間②においては、同社Ｅ

工場が適用事業所となる 37 年 11 月１日まで同社Ｄ工場をそれぞれ適用事

業所とすべきであったと認められる。 

 また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場にお

ける昭和 36 年８月の随時改定に係る社会保険事務所（当時）の記録から

１万 6,000 円、及び申立期間②の標準報酬月額については、申立人の同社

Ｄ工場における 37 年 10 月の定時決定に係る社会保険事務所の記録から１

万 8,000 円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、本来、Ａ社Ｃ工場の厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった日を昭和 36 年９月１日とし、同社Ｄ工場

の厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日を 37 年 11 月１日としてそ

れぞれ届け出るべきところ、誤って 36 年８月 31 日及び 37 年 10 月 30 日

とそれぞれ届け出たと考えられるとしていることから、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る 36 年８月及び 37 年 10 月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

も含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4855 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年９月１日、同社Ｄ工場におけ

る資格喪失日に係る記録を 37 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 36 年８月は１万円、37 年 10 月は１万 4,000 円とすることが必要

である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年８月 31 日から同年９月１日まで 

           ② 昭和 37 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

  私の厚生年金保険の被保険者記録について、年金事務所から手紙が送

られてきたので確認したところ、私は、昭和 36 年６月から 38 年 11 月

までＡ社に継続して勤務していたが、申立期間①及び②の被保険者記録

が欠落していることが分かった。これらの期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る申立期間①及び②の勤務についての回

答書及び元同僚の供述から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し

（昭和 36 年９月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に、37 年 11 月１日に

同社Ｄ工場から同社Ｅ工場にそれぞれ異動）、申立期間①及び②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ工場は昭和 36 年８月 31 日に、

同社Ｄ工場は 37 年 10 月 30 日にそれぞれ厚生年金保険の適用事業所では

なくなっているが、Ｂ社は、「当時の資料等が無く、詳細については確認

が取れないが、会社の移転時に、社会保険担当者が資格取得日や資格喪失

  



                      

  

日の手続を誤って行った可能性は否定できない。」と回答していることか

ら、申立期間①においては、Ａ社Ｄ工場が厚生年金保険の新規適用事業所

になる 36 年９月１日まで同社Ｃ工場を、申立期間②においては、同社Ｅ

工場が適用事業所となる 37 年 11 月１日まで同社Ｄ工場をそれぞれ適用事

業所とすべきであったと認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場にお

ける昭和 36 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から１万円、及び申

立期間②の標準報酬月額については、申立人の同社Ｄ工場における 37 年

10 月の社会保険事務所の記録から１万 4,000 円とすることが妥当である。

  なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、本来、Ａ社Ｃ工場の厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった日を昭和 36 年９月１日とし、同社Ｄ工場

の厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日を 37 年 11 月１日としてそ

れぞれ届け出るべきところ、誤って 36 年８月 31 日及び 37 年 10 月 30 日

とそれぞれ届け出たと考えられるとしていることから、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る 36 年８月及び 37 年 10 月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

も含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4856 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年６月 13日は

30 万 8,000 円、同年 12 月 12 日は 29 万円及び 16 年６月 11 日は 30 万

2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 13日 

          ② 平成 15年 12月 12日 

          ③ 平成 16年６月 11日 

 私は、日本年金機構から届いた年金記録に係る確認通知書により、Ａ

社に勤務したときの平成 15 年６月、同年 12 月及び 16 年６月の標準賞

与額の記録が無いことが分かった。申立期間について、調査の上、標準

賞与額の記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ銀行Ｃ支店の流動性預金元帳により、申立人は、

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

 また、Ｄ市役所から提出された平成 16年度及び 17年度課税個人住民税

課税内容照会における社会保険料の金額は、オンライン記録の標準報酬月

額から推計される年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認で

きる。 

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書によると、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

ることから、申立人についても、申立期間において、事業主により賞与か

ら保険料が控除されていたものと推認される。 

  

  



                      

  

   したがって、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、上記賞与

明細書及び上記流動性預金元帳により確認できる賞与振込額から試算した

厚生年金保険料控除額に基づき、平成 15 年６月 13 日は 30 万 8,000 円、

同年 12月 12日は 29万円及び 16年６月 11日は 30万 2,000円とすること

が妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについて、事業主からは、申立てどおりの届

出を行ったか明確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様にＡ社

から賞与を支給されたとする元同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い

上、同社が加入していたＥ健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社か

らの賞与支払届は提出されていない旨を回答しており、事業主が申立期間

について賞与支払届を提出したにもかかわらず、当該健康保険組合及び社

会保険事務所（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難いこ

とから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出し

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知をしておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4857 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年６月 13日は

28万 8,000円、同年 12月 12日は 27万 3,000円及び 16年６月 11日は 26

万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 13日 

          ② 平成 15年 12月 12日 

          ③ 平成 16年６月 11日 

 私は、日本年金機構から届いた年金記録に係る確認通知書により、Ａ

社に勤務したときの平成 15 年６月、同年 12 月及び 16 年６月の標準賞

与額の記録が無いことが分かった。申立期間について、調査の上、標準

賞与額の記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ銀行Ｃ支店の預金取引明細表により、申立人は、

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

 また、申立人から提出された平成 16年度及び 17年度市民税・県民税特

別徴収税額の通知書並びに平成 16 年分給与所得の源泉徴収票における社

会保険料の金額は、オンライン記録の標準報酬月額から推計される年間の

社会保険料の合計額を上回っていることが確認できる。 

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書によると、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

ることから、申立人についても、申立期間において、事業主により賞与か

ら保険料が控除されていたものと推認される。 

  

  



                      

  

   したがって、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、上記賞与

明細書及び上記預金取引明細表により確認できる賞与振込額から試算した

厚生年金保険料控除額に基づき、平成 15 年６月 13 日は 28 万 8,000 円、

同年 12月 12日は 27万 3,000円及び 16年６月 11日は 26万 2,000円とす

ることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについて、事業主からは、申立てどおりの届

出を行ったか明確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様にＡ社

から賞与を支給されたとする元同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い

上、同社が加入していたＤ健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社か

らの賞与支払届は提出されていない旨を回答しており、事業主が申立期間

について賞与支払届を提出したにもかかわらず、当該健康保険組合及び社

会保険事務所（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難いこ

とから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出し

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知をしておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4858 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年９月１日、同社Ｄ工場におけ

る資格喪失日に係る記録を 37 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 36 年８月及び 37 年 10 月は３万 6,000 円とすることが必要である。

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年８月 31 日から同年９月１日まで 

           ② 昭和 37 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

  私の夫の厚生年金保険の年金記録について、年金事務所から手紙が送

られてきたので確認したところ、夫がＡ社でＥ（役職）であった期間の

うち、申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているこ

とが分かった。これらの期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｄ工場の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及びＢ社の供

述により、申立人がＡ社のＥ（役職）に就任し、申立期間①及び②におい

て同社に勤務し（昭和 36 年９月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に、37

年 11 月１日に同社Ｄ工場から同社Ｆ工場にそれぞれ異動）、申立期間①

及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ工場は昭和 36 年８月 31 日に、

同社Ｄ工場は 37 年 10 月 30 日にそれぞれ厚生年金保険の適用事業所では

  



                      

  

なくなっているが、Ｂ社は、「当時の資料等が無く、詳細については確認

が取れないが、会社の移転時に、社会保険担当者が資格取得日や資格喪失

日の手続を誤って行った可能性は否定できない。」と回答していることか

ら、Ｅ（役職）であった申立人を含む多数の従業員の加入記録について、

申立期間①においては、Ａ社Ｄ工場が厚生年金保険の新規適用事業所にな

る 36 年９月１日まで同社Ｃ工場を、申立期間②においては、同社Ｆ工場

が適用事業所となる 37 年 11 月１日まで同社Ｄ工場をそれぞれ適用事業所

とすべきであったと認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場にお

ける昭和 36 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000 円、

及び申立期間②の標準報酬月額については、申立人の同社Ｄ工場における

37 年 10 月の社会保険事務所の記録から３万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

  一方、申立人はＡ社のＥ（役職）であったが、前述のとおり、Ｂ社は、

申立期間①及び②当時の社会保険担当者の手続誤りを認めている上、申立

人は、Ｇ（業務）を担当していたことから、当時のＡ社が保険料の納付義

務を履行していないことを知り得る状態ではなかったものと判断される。 

  また、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、本来、Ａ社Ｃ工場の厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった日を昭和 36 年９月１日とし、同社Ｄ工場

の厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日を 37 年 11 月１日としてそ

れぞれ届け出るべきところ、誤って 36 年８月 31 日及び 37 年 10 月 30 日

とそれぞれ届け出たと考えられるとしていることから、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る 36 年８月及び 37 年 10 月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

も含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 31 万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 12日 

 私は、日本年金機構から届いた年金記録に係る確認通知書により、Ａ

社に勤務したときの平成 15年 12月の標準賞与額の記録が無いことが分

かった。申立期間について、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された普通預金通帳の明細書により、申立人は、申立期

間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

 また、Ｂ市役所から提出された平成 16 年度住民税の賦課についての回

答書における社会保険料の金額は、オンライン記録の標準報酬月額等から

推計される年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認できる。 

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書によると、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

ることから、申立人についても、申立期間において、事業主により賞与か

ら保険料が控除されていたものと推認される。 

 したがって、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、上記賞与

明細書及び上記普通預金通帳の明細書により確認できる賞与振込額から試

算した厚生年金保険料控除額に基づき、31 万 8,000 円とすることが妥当

である。 

  

  

  



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについて、事業主からは、申立てどおりの届

出を行ったか明確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様にＡ社

から賞与を支給されたとする元同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い

上、同社が加入していたＣ健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社か

らの賞与支払届は提出されていない旨を回答しており、事業主が申立期間

について賞与支払届を提出したにもかかわらず、当該健康保険組合及び社

会保険事務所（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難いこ

とから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出し

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知をしておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格

取得日に係る記録を昭和 35 年８月 21 日に訂正し、申立期間に係る標準報

酬月額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年８月 21 日から同年９月１日まで 

  私は、昭和 34 年３月にＡ社本社に入社し、35 年８月 21 日付けで同

社Ｂ工場に転勤したが、私の年金記録では、同社Ｂ工場の着任が同年９

月１日になっている。この間も継続して勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者記録に空白が無いよう訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の前後の期間において、申立人と同じＡ社に係る厚生年金保険

の被保険者期間を有する複数の元同僚の供述及び当該元同僚のうち一人か

ら提出された退職給与計算書の写し並びにその元同僚の雇用保険の加入記

録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 35 年８月 21

日に同社本社から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 35 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円と

することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、同社は既に適用事業所ではなくなっており、元事業

主の所在も不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に

おける資格取得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年 10 月 22 日から同年 12 月１日まで 

  私は、Ｃ社及びＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無い。この間、Ａ社においてＤ（職種）として継

続して勤務しており、入退社した記憶は無い。調査の上、申立期間の被

保険者記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の供述から判断すると、申立人は、Ｃ社及び同社のグルー

プ会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月 22 日にＣ社からＡ社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

40 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

  

  

 

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日

に係る記録を昭和 58 年９月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年９月 26日から同年 12月１日まで 

 私は、Ａ社に昭和 58 年９月 26 日から平成３年９月 30 日まで勤務し

ていたが、厚生年金保険の被保険者記録では昭和 58年 12月１日に被保

険者資格取得となっており、申立期間が厚生年金保険に未加入とされて

いるので、調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給料支払明細書及びＡ社の事業主回答により、申

立人は、申立期間に同社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、上記給料支払明細書から

24万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、申立人の申立期間に係る資格取得の届出

を社会保険事務所（当時）に提出していなかったことを認めていることか

ら、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  


